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道内景気は、一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復している。生産活動は足踏みが

みられる。需要面をみると、個人消費は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに持ち

直している。住宅投資は弱含みとなっている。設備投資は、緩やかに持ち直している。公共

投資は、下げ止まりの動きがみられる。輸出は、弱含みとなっている。観光は、来道者数、

外国人入国者数ともに前年を上回り、好調に推移している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を下回った。消費者

物価は、２９か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
先行き判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、５月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を１．６ポイン

ト下回る４８．０に低下した。横ばいを示す５０を

３か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を３．３ポイント下回る４６．２となった。横ばい

を示す５０を２か月連続で下回った。

４月の鉱工業生産指数は９５．９（季節調整済

指数、前月比▲１．１％）と２か月連続で低下

した。前年比（原指数）では▲３．６％と２か

月連続で低下した。

業種別では、一般機械工業等６業種が前月

比上昇した。金属製品工業等９業種が前月比

低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０１９年７月号

ｏ．２７６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2019.06.17 16.17.11  Page 1 



%

百貨店 スーパー コンビニエンスストア

4322019/1121110987652018/4
-10

-2
-4

0
2
4

8
6

-6
-8

３．百貨店等販売額～３か月ぶりに減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～２か月ぶりに増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者～３か月ぶりに減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

４月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲０．７％）は、３か月ぶりに前年

を下回った。

百貨店（前年比▲３．２％）は、すべての品

目が前年を下回った。スーパー（同▲０．１％）

は、衣料品、身の回り品、その他が前年を下

回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．８％）

は、６か月連続で前年を上回った。

４月の乗用車新車登録台数は、１５，６５５台

（前年比＋８．７％）と２か月ぶりに前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋１５．６％）、

小型車（同＋６．９％）、軽乗用車（同＋４．３％）

となった。

１～４月累計では、６４，８１７台（前年比

▲０．４％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲１．６％）、小型車（同＋１．７％）、軽

乗用車（同▲１．１％）となった。

４月の札幌ドームへの来場者数は、２８５千

人（前年比▲１２．４％）と３か月ぶりに前年を

下回った。内訳は、プロ野球２４０千人（同

＋３３．３％）、サッカー３５千人（同＋２３．３％）、

その他が１０千人（同▲９１．２％）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０１９年７月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～６か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

４月の住宅着工数は３，３１１戸（前年比

▲１６．５％）と２か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同＋５．０％）、貸家

（同▲２５．０％）、給与（同▲５３．２％）、分譲

（同▲１６．１％）となった。

１ ～ ４ 月 累 計 で は８，７８１戸 （ 前 年 比

▲８．２％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（＋１３．８％）、貸家（同▲２１．１％）、

給与（同▲９．８％）、分譲（同▲０．３％）と

なった。

４月の民間非居住用建築物着工面積は、

２２４，９６９㎡（前年比＋１１．５％）と６か月連続

で前年を上回った。業種別では、製造業（同

▲５６．９％）、非製造業（同＋２１．４％）であっ

た。

１～４月累計では、５２１，２２５㎡（前年比

＋２１．６％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲４５．８％）、非製造業（同

＋２８．１％）となった。

５月の公共工事請負金額は１，７１９億円（前

年比＋１０．９％）と２か月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋５２．４％）、市町村

（同＋１５．３％）、地方公社（同＋７３９．６％）が

前 年 を 上 回 っ た 。 独 立 行 政 法 人 （ 同

▲４１．６％）、道（同▲６．３％）、その他（同

▲０．６％）が前年を下回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０１９年７月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～２か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～５か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が５か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

４月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，０３７千人（前年比＋４．７％）と２か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、JR

（同＋１３．１％）、航空機（同＋１．８％）、フェ

リー（同＋３０．７％）となった。

１ ～ ４ 月 累 計 で は 、４，１６７千 人 （ 同

＋３．２％）と前年を上回っている。

４月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１２６，８３３人（前年比＋６．５％）と５か月連

続で前年を上回った。１～４月累計では、

６９２，６９３人（同＋９．８％）と前年を上回ってい

る。

空港・港湾別では、新千歳空港が１１６，２９３

人（前年比＋４．７％）、旭川空港が１，２２０人

（同＋９．１％）、函館空港が５，４４２人（同

▲２０．５％）だった。

４月の貿易額は、輸出が前年比▲３４．０％の

２７３億円、輸入が同＋２４．５％の１，３４５億円だっ

た。

輸出は、魚介類・同調製品、有機化合物、

鉱物性タール・粗製薬品などが減少した。

輸入は、原油・粗油、石油ガス類、石炭な

どが増加した。

輸出は、１～４月累計では１，０８３億円（前

年比▲１９．８％）と前年を下回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０１９年７月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は２か月ぶりに減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）

生鮮食品除く総合（前年比・右目盛）
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１４．消費者物価指数～２９か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

４月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１２倍（前年比＋０．０５ポイント）と１１１

か月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比＋３．４％増加し、４

か月連続で前年を上回った。業種別では、卸

売業・小売業（同＋１５．３％）、建設業（同

＋８．３％）などが前年を上回った。運輸業・

郵便業（同▲１２．５％）などが減少した。

５月の企業倒産は、件数が２３件（前年比

▲１４．８％）、負債総額が５２億円（同＋１１１．２％）

だった。件数は２か月ぶりに前年を下回っ

た。

業種別ではサービス業・他が７件、卸売業

が５件などとなった。

４月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．８（前月比＋０．５％）となっ

た。前年比は＋１．０％と、２９か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、４月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（５月１０日）時点で前月比、灯

油・ガソリン価格ともに値上がりした。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０１９年７月号
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― ６ ―ほくよう調査レポート ２０１９年７月号

１．はじめに

国土交通省が本年３月１９日に発表した北海道の公示地価は、全用途の平均変動率が前年

比１．３％プラスと３年連続で上昇。住宅地が上昇に転じ、商業地も上昇幅が拡大しまし

た。そのなかでも、倶知安町の調査地点が住宅地、商業地とも上昇率全国１位となり日本

中から注目を集めています。

今回は、日本中から注目されているリゾート地「ニセコ地区」について開発の経緯や直

近の動向について概観してみたいと思います。

２．ニセコ地区におけるスキーリゾートの発展

２．１ニセコ地区の概況

ニセコ地区は札幌市の南西部に位置して

います。札幌駅からニセコ地区への入口と

なるJR倶知安駅までは公共交通機関を用

いて２時間程度、自動車であれば札幌市街

地からニセコ地区の各スキー場まで中山峠

を経由して２時間から２時間半程度の道の

りです。

現在、北海道新幹線の新函館北斗～札幌

間の延伸工事が進められており、２０３０年度

の完成を目指しています。この区間が開業

した暁には、札幌駅と倶知安駅との間が２５

分程度で結ばれると想定されています。ま

た札樽自動車道の延伸に当たる倶知安余市道路が既に事業化されており、これが全線で供

用されると札幌から倶知安までの所要時間が９０分程度となります。このように、札幌から

ニセコ地区へのアクセスは、今後劇的に改善するものと見込まれています。

注目のリゾート地「ニセコ地区」開発の過去・現在、そして未来

【図１】北海道新幹線のルート（倶知安町ホームページ）

寄稿

一般財団法人 日本不動産研究所 北海道支社
支社長 遠藤 公正
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【図２】ニセコ地区位置概略図（国土地理院地図使用）

２．２ニセコ地区におけるスキー場施設

ニセコ地区のスキー場はニセコアンヌプリ山の斜面を利用して開設されており、以下の

５つのゲレンデを擁しています。（括弧内は運営会社）

①ニセコHANAZONOリゾート（日本ハーモニー・リゾート株式会社）

②ニセコグラン・ヒラフ（株式会社東急リゾートサービス）

③ニセコビレッジスキーリゾート（ニセコビレッジ株式会社）

④ニセコアンヌプリ国際スキー場（中央バス観光開発株式会社）

⑤ニセコモイワスキーリゾート（合同会社モリア・マウンテン・ホールディングス）

このうち「ヒラフ」「HANAZONO」の２箇所が倶知安町、残り３箇所がニセコ町に属し

ます。「モイワ」のスキー客向けの宿泊施設はニセコ町内のみならず蘭越町にも立地してい

ます。また「モイワ」を除く４箇所のゲレンデは山頂付近で接続しており、「NISEKO

UNITED．」ブランドのもと、全山共通リフト券を販売するなど一体的にプロモーションが

なされています。
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２．３ニセコ地区におけるインバウンド観光発展の経緯

スキー場としてのニセコ地区の魅力が海外に知られるようになったのは、１９９０年代初め

に同地を訪れたオーストラリア人がきっかけでした。当初はその雪質が口コミ的に豪州の

スキー愛好家に知られるようになり、一部のリピーターがニセコに訪れるようになりまし

た。

日本貿易振興機構（２００６年）によると、「２００４年当時の外国人宿泊者数のうち、倶知安

町ではその大半を豪州人が占め、ニセコ町では韓国人、香港人、台湾人が大半を占める」

と報告されています。また「倶知安町で宿泊する豪州人の平均滞在日数は１人当たり１０．７

泊であったのに対し、ニセコで宿泊する台湾・韓国・香港人の平均滞在日数は１．０泊で

あった」としています。

その後、２０００年代半ば以降、外国人宿泊者数が急増しました。

金融危機（２００８年）や東日本大震災（２０１１年）により一旦減少したものの、影響は一時

的であり、それらの直後には足早に回復しています。

この間、外国人宿泊者数の増加に寄与したのは富裕層を中心とするアジア人観光客でし

た。もっとも、彼らは豪州人と比べてスキーに長けている訳ではなく、冬季に訪れてもス

キーを楽しまない層も少なからず見受けられました。最近ではスキー場運営業者がアジア

人観光客の増加を受けて、初心者向けのリフトを新設する事例もみられます。

３．ニセコ地区の不動産市場

３．１外国人による不動産事業（初期）

ニセコ地区における外国人による不動産事業への取り組みのはじめとされるのは、ニセ

コリアルエステート社（２００２年事業開始）、次いで北海道トラックス社（２００４年設立）で

した。

このうちニセコリアルエステート社はニセコ地区における不動産を外国人購入者向けに

媒介するビジネスを主に手がけており、日英両語でのドキュメンテーションを行えること

等を強みとしてビジネスを展開しています。同社の設立は同地で観光業に携わっていた豪

州人と地元の司法書士の協業によるものであり、当該司法書士が海外留学経験を有し英語
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でのドキュメンテーションに通じていたことが協働の土台となりました。現在では、ニセ

コプロパティ社（２００６年設立）なども外国人に不動産を仲介するビジネスを手がけていま

す。

北海道トラックス社は分譲コンドミニアム販売のビジネスモデルをニセコ地区にもたら

しました。これは一棟の建物（４戸～１０戸程度）を複数の投資家に分譲し、オーナーが使

用しない期間は貸別荘として賃貸する、という不動産開発の形態です。現在、NISADE社

（Niseko Alpine Development、２００５年設立）などもコンドミニアムの開発等の事業を展開し

ています。

３．２外国人による不動産事業（その後）

３．１で具体名を挙げた企業の設立者は、豪州、ニュージーランド、カナダの出身でし

た。彼らは比較的小規模な資本投下によってビジネスを展開してきました。一方、後発の

アジア系の個人投資家や事業者を中心に、大型ホテルコンドミニアムの取得や大規模開発

に進出する事例も見られるようになりました。

ホテルコンドミニアムは、一棟の建物に区分所有権を設定し戸別に分譲するものの、ホ

テルとして一体的に運営する事業形態を取る物件を指します。その一例として、２０１２年開

業の四季ニセコ（マレーシア Low Yat グループ）、２０１４年開業の木ニセコおよび２０１６年開

業の綾ニセコ（いずれも丸海）、などが挙げられます。

これらの分譲物件のほとんどは、外国系企業によって開発がなされており、投資家への

プロモーション媒体もインターネット経由が主、購入者もアジア系外国人富裕層が中心、

といった特徴があります。

４．ニセコ地区の不動産開発状況

現在ニセコ地区の各地で外国資本によるリゾート施設の開発が進められています。その

中でも最も盛んに開発が進められているヒラフ地区について最近の開発動向を紹介しま

す。（次ページ図の施設名後の括弧内は開業（予定）年を示しています）
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【図３】ヒラフ地区の開発動向概略図（国土地理院地図使用）

４．１スカイニセコ

２０１８年１２月にオープンしたスカイニセコは、ひらふ坂の一番高台という絶好のロケー

ションというだけでなく、国定公園内に建つ、初めてのコンドミニアムとしても注目を浴

びています。ペントハウスを含む全１０５室の客室は、スタジオタイプから、ベッドルーム

までと幅広く、レストランやデリ、スパ、温泉も兼ね備えています。羊蹄山が望める羊蹄

ビルディングとアンヌプリ側に建つアンヌプリビルディングの２棟からなる高級コンドミ

ニアムです。米国人投資家などで構成する合同会社、サミットホテルマネジメントが１６年

から約７０億円かけて建設しました。

４．２ザ・メイプルズニセコ

２０１８年１２月にオープンしたザ・メイプルズニセコはひらふ坂の中腹に位置する高級コン

ドミニアムです。７３の客室とパノラマのペントハウスとで構成されており、地下１階地上

７階建てのスキーイン・スキーアウトの、便利で快適な宿泊施設です。華麗な形と機能が
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融合したザ・メイプルズニセコは、ファミリーコース中間部の脇にあり、ニセコエリアの

中でもスキーイン・スキーアウトが可能な、数少ない物件です。建築主はニセコアルパイ

ンデベロップメンツです。

４．３テラスニセコ

２０１９年秋より営業予定のテラスニセコは全１４室の豪華なホテルコンドミニアムです。日

本特有の環境とデザイン・自然との融合がテーマとなっています。ニセコの有名なパウ

ダースノーを楽しんだ後、家に帰ってプライベート温泉に浸かって疲れた筋肉をほぐしリ

ラックスすることができます。また、朝のスキー場への送迎のみならず深夜に近くのコン

ビニへ行きたい時など、いつでも利用できるコンシェルジュサービスがあります。（現在建

設中）

４．４山翠ニセコ

２０２０年に開業予定の山翠ニセコはニセコの中心地ヒラフに建設されるモールラグジュア

リーホテルです。建物の詳細は不詳ですが、開発を担うHirafu Capital合同会社は２０１２年ヒ

ラフ地区でのホテル建築のために設立されました。（現在建設中）

４．５雪ニセコ

２０２１年１２月に完成を予定している雪ニセコは、同地区では最大級となる全１９０室。大半

に和室を備えるなど和風を強調した設計が特徴的な高級コンドミニアムです。開発を担う

のはシンガポールの不動産開発会社SCグローバル・デベロップメンツです。

計画地はニセコグラン・ヒラフスキー場に近い道道蘭越ニセコ倶知安線沿いで、開発面

積は約１ヘクタール、６階建ての建物は延べ床面積約３万平方メートルです。（現在建設

中）

４．６アルクザカ・ストリート

２０２２年に開業が予定されているアルクザカ・ストリートはコンドミニアムとホテル、
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【図４】おしゃれなコンドミニアムが建並ぶひらふ坂

ショッピングモールを備えた複合施設で、後志管内のニセコ町を含めたニセコ地区では、

初めての大規模商業施設となる予定です。開発を担うのは香港の不動産開発会社であるメ

トロポリー・ホールディングス・リミテッドです。同社は上海近郊の崑山市で物流倉庫を

運営しており、景徳鎮市ではオフィスと住居の複合施設の開発などを進めています。同社

が日本で事業を展開するのはアルクザカ・ストリートが初めてです。

施設はニセコグラン・ヒラフスキー場の南約１００メートルに位置し、敷地面積は約３ヘ

クタールです。緩やかな勾配のある長さ約２００メートルの歩行者専用道路の両側に、４～

６階建て・計１３棟を建設。コンドミニアムは１７０室、ホテルは１０６室設ける予定です。

５．最後に

今回はヒラフ地区を中心にニセコ地区の開発動向を紹介させていただきました。ニセコ

はこれから夏のシーズンを迎えます。ラフティング、ゴルフ、乗馬等夏場の楽しみもたく

さんありそうです。高級コンドミニアムの多くは、通常はホテルとして営業しており、特

に平日はリーズナブルな料金で宿泊できるところもたくさんあります。今年の夏は、皆さ

んも是非ニセコへ足を延ばし外国気分を味わってみてはいかがでしょうか。
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【図－１】SDGsのロゴマーク

はじめに

かけがえのない地球環境を守り多様性と包摂性のある社会の実現に向け、「持続可能な開発目

標：SDGs（Sustainable Development Goals）」を共通の指針として掲げ、その実現に向けた取組

が、政府や国際機関だけでなく自治体や企業、団体など、世界中の幅広い分野で広がっていま

す。

SDGsとは、２０１５年９月、国連サミットで採択された「我々の世界を変革する：持続可能な開

発のための２０３０アジェンダ」１に掲げられた、２０３０年を期限とする国際社会全体の目標であり、

「ジェンダー平等を実現しよう」「産業と技術革新の基盤をつくろう」「気候変動に具体的な対策

を」などといった１７のゴール（目標）とその下のより具体的な１６９のターゲットがあります。先

進国、発展途上国、民間企業、NGO、自治体など、すべての関係者の役割を重視し、「誰一人取

り残さない」社会の実現を目指して、経済・社会・環境をめぐる広範囲な課題に、統合的に取り

組もうとするものです（図１）。

北海道におけるSDGsの推進について

寄稿

北海道 総合政策部政策局 計画推進課

１「持続可能な開発目標のための２０３０アジェンダ」外務省仮訳
https : //www.mofa.go.jp/mofaj/files/０００１０１４０２．pdf
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【写真－１】SDGs未来都市選定証授与式

日本でも、内閣総理大臣を本部長とする推進本部を設置し国を挙げて取り組んでいるほか、

（一社）日本経済団体連合会がSDGsを踏まえ「企業行動憲章」２を改訂するなど、官民ともにそ

の取組が広がっています。

北海道では、急速に進行する人口減少や高齢化、道民の安全・安心を揺るがす大規模自然災害

の発生など、地域の存続に関わる課題に直面しています。また、グローバル化や高度情報化の進

展に加え、資源・エネルギー事情の変化は、道民の日々の暮らしや産業活動などに大きな影響を

与えています。これから先を見据えた持続可能な社会づくりを進めていくためには、北海道にお

いてもSDGsの達成に向けた取組の積極的な推進（＝SDGsの推進）が重要になってきます。

SDGsの推進に当たっては、道庁のみならず、道民や企業、団体など、道内の多様な主体が

SDGsについて考え、自らの行動につなげていくことが重要であり、北海道では、SDGs推進の共

通の指針となる「北海道SDGs推進ビジョン」（以下「ビジョン」）の策定（２０１８年１２月）や、

SDGsの実践者や関心のある者が参画し、情報の共有や連携・協働した取組等を行う「北海道

SDGs推進ネットワーク」（以下「推進ネットワーク」）の設立（２０１８年８月）など、オール北海道

でのSDGs推進に取り組んでいます。

なお、SDGs推進に向けた道のこうした取組に対して、２０１８年６月に、道は、札幌市やニセコ

町、下川町などとともに、国から「SDGs未来都市」として選定されました（写真１）。

２（一社）日本経済団体連合会「企業行動憲章」
http : //www.keidanren.or.jp/policy/cgcb/charter２０１７．html
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【図－２】北海道SDGs推進本部の体制

道の主な取組状況

（１）推進体制の整備

道では、２０１８年４月に、知事を本部長、副知事及び全ての部長等を本部員とする全庁横断的な

「北海道SDGs推進本部」（図２）を設置し、道行政の各種計画の策定や改定においてSDGsの要素

を反映するとともに、毎年度の政策展開に当たっても、SDGsに関連する施策の推進に取り組む

こととしています。なお、これまで「北海道総合教育大綱」や「北海道グローバル戦略」など、

２０１９年３月末現在、３５の各種分野別計画等の策定または改定において、SDGsの要素の反映を

行ってきています。

（２）ビジョンの策定

道は、道内の多様な主体がお互いに共有する基本的な指針として、また道内で積極的な取組が

展開されるためのガイドラインとして、道民の皆様やSDGsの実践者、道内市町村、各種団体な

どから広く意見を伺いながら、２０１８年１２月にビジョンを策定しました（図３）３。

ビジョンでは、めざす姿を「世界の中で輝きつづける北海道」とし、世界に誇れる北海道の魅

力を磨き、育て、様々な強みを活かしながらSDGsの推進に取り組むことにより、「世界の中の北

海道」としての存在感を高めながら、誰一人取り残さない、将来にわたって安心して心豊かに住

み続けることができる地域社会を形成していくこととしています。

めざす姿の実現に向けては、多様な主体が取り組む課題を共有することが重要と考え、SDGs

のゴール等や本道の現状・課題や北海道が持つ価値や強みなどを踏まえ、優先的に取り組む５つ

の課題を示しています。そのほか、ビジョンの冒頭にSDGs推進の意義やメリットをわかりやす

く記載したほか、北海道の現状・課題や北海道の持つ価値や強みについて、SDGsのゴールや

ターゲットに照らして表やグラフ等も活用しながら示しています。また、道民、企業、団体・

NPO、自治体など多様な主体の皆様が具体的な活動につなげられるよう、参考となる取組例をで

きるだけわかりやすく紹介し、取組の目標や成果を確認するための参考となる指標も設定してい

ます。

３http : //www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/SDGs/hkdsdgs-suishinvision.htm
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【図－３】北海道SDGs推進ビジョンの概要

（３）推進ネットワークの設立

道自らが取り組むことはもちろんですが、道内各層へのSDGsの浸透を促すとともに、多様な

主体の連携・協働関係を構築するなど、道内の取組の裾野を拡大してSDGsを推進していくた

め、推進ネットワークを２０１８年８月に設立しました（図４）４。

推進ネットワークではSDGsの実践者や関心を有する多様な主体が参画し、情報の発信・共

有、意見交換、普及活動、連携・協働関係の構築などに取り組んでおり、２０１９年５月現在、２５１

の市町村、企業、団体・NPO、個人の皆様にご参加いただいています。

４http : //www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/SDGs/network.htm
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【図－４】北海道SDGs推進ネットワーク

【図－５】SDGsに関する道民の認知度

（４）道民意識の現状

SDGsの推進には、道民の皆様の理解が広

がり様々な取組が展開されることが必要です

が、道が実施した「平成３０年度道民意識調

査」５の結果では、SDGsに関する道民の認知

度は未だ低い状況です（図５）。

またSDGs達成のために主に行動すべき主

体について複数回答で伺ったところでは、約

８割が「政府・地方自治体」と回答し、「個

人」や「企業」「団体」などはいずれも３割程

度と、自らが取り組むべき課題であるとの認

識は広がっていませんでした。ただし、

SDGs達成に向けた取組の意向は強いものの

「何に取り組めば良いかわからない」との回答が約６割になるなど、より具体的でわかりやすい

普及啓発活動が必要と考えられました。

（５）多様な主体と連携した取組

SDGs推進を図るため、道では、企業や団体、市町村等と連携し、SDGsをテーマとしたイベン

ト等の開催や出前講座の実施など、様々な情報発信・普及啓発に取り組んでいます。また、推進

ネットワークの皆様と意見交換などを行うセミナーを開催するなど、意見交換や情報の共有など

に取り組んでいます（写真２，３，４）。

５http : //www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/tkk/ishiki/chosakekka.htm
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【写真－２】吉本興業�、札幌市と共催した
ウォーキングイベント（H３０．８）

【写真－３】企業や札幌市等と共催した国際映
像コンテスト「SDGsクリエイティ
ブアワード」表彰式（H３１．３）

【写真－４】推進ネットワーク会員同士の交流を図る「SDGs×北海道 交流セミナー」の開催（H
３０．２）。参加１２１名。パネル発表１８団体。

企業の皆様が取り組むべき必要性

SDGsの元となった「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」においては、企業等に「労働

者の権利や環境、保健基準を遵守」しつつ「持続可能な開発における課題解決のための創造性と

イノベーションの発揮」を求めています。

近年、投資する企業の価値を測る材料として、キャッシュフローや利益率といった財務情報だ

けでなく、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）といった非財務情報

を考慮した投資（ESG投資）が世界中で拡大しています。２００６年に国連のアナン事務総長（当

時）が機関投資家に対してESGを投資プロセスに組み入れる「責任投資原則（PRI）」を提唱した

ことをきっかけに、リーマンショック後に短期的な利益追求に対する批判が高まったことなども

受け広まったものであり、国内においても年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が２０１５年

にPRIに署名し２０１７年からは国内株式向けに１兆円規模でESG指数によるインデックス投資を開

始する６など、その動きが広がっています。SDGsはESG投資のための評価の基準となりつつあ

り、企業によるSDGsへの取組が重要となってきました。

また、企業間取引においても労働・安全衛生・環境に関する方針への準拠を求める動きが強
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まっています。経団連の企業行動憲章でも「グループ企業やサプライチェーンに対しても行動変

革を促す」と記されていますが、ジェトロ（日本貿易振興機構）の調査７によると、調達先に求

める「労働・安全衛生・環境に関する方針」を有している企業は、大企業では６割を超え、４割

の企業はその方針への準拠を求めているとのことです。金融機関のESG投資の動きなどを踏まえ

ると、そうした圧力を受ける大企業のサプライチェーンに乗るためには中小企業であっても

SDGsへの取組が必須となってくる可能性があります。

（一社）グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン（GCNJ）および（公財）地球環

境戦略研究機関（IGES）による全国の大企業を中心とした調査８によると、SDGsの認知度は経営

陣の６割、CSR担当者では８割に定着しているとのことです。ところで道内の中小企業を対象と

した北海道大学の山中康裕教授等の調査９によると、SDGsの認知度は低いものの、多くの企業が

CSR活動という認識のもとSDGsに貢献する活動を実施している。しかし、環境・社会貢献活動

は取り組むものの、人権・労働慣行などは法令順守の意識で認識が低いという課題があるとのこ

とでした。

SDGsはボランティア活動ではなく、本業を通じて社会課題の解決に貢献することが求められ

るものです。SDGsへ取り組むきっかけについては、道の推進ネットワークへご参加いただき多

様な主体の皆さんと連携していただくことや、道のビジョンのほか、企業によるSDGsへの取組

を示す世界共通のマニュアルである「SDGコンパス」１０、環境省が作成した「SDGs活用ガイド」１１、

�電通による「SDGsコミュニケーションガイド」１２など、参考となるガイドブックも多数公開さ

れております。本業を通じたSDGsへの取組により、企業活動の持続可能性を確保するだけでな

く、ビジネスを通じた社会課題解決による持続可能な社会の実現への貢献が期待されます。

おわりに

北海道が直面している諸課題に向き合い、北海道の持つ価値や強みを活かし活力あふれる持続

可能な社会を実現するためには、道民の皆様をはじめ、企業や団体・NPO、市町村など多様な主

体の方々により、幅広い分野や地域でSDGsの取組が活発に展開されることが重要です。

道は、SDGsの推進に取り組んでいくため、引き続き広く道内の多様な主体に対するSDGsの普

及啓発を進めていくとともに、道内のSDGsの進捗状況を様々な主体との意見交換の場などを通

じて共有し、連携・協働した取組に繋げるなど、オール北海道でのSDGs推進に努め、世界とと

もに歩む持続可能な地域づくりを進めて参ります。

６https : //www.gpif.go.jp/investment/esg/
７https : //www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/２０１８/０４０２/a７７６８７７d５８２５０c２e.html
８http : //www.ungcjn.org/activities/topics/detail.php?id＝２９３
９山中康裕・孫書庭（２０１８）産学官協働アンケート「北海道内企業のCSRに関する活動や意識」に関する報告―
中小企業のSDGs活動の推定―，PractiSE Report No．２，北海道大学大学院環境科学院環境起学専攻実践環境科学
コース，６０頁．

１０http : //sdgcompass.org/wp-content/uploads/２０１６/０４/SDG_Compass_Japanese.pdf
１１http : //www.env.go.jp/press/１０５５２８．html
１２http : //www.dentsu.co.jp/csr/team_sdgs/pdf/sdgs_communication_guide.pdf

ｏ．２７６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１３～０１９　寄稿（ＳＤＧｓ）  2019.06.19 15.28.40  Page 19 



― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１９年７月号

１９８９年１月に始まった「平成」の時代が、３０年４ヶ月後の２０１９年４月末に閉じました。新たな

「令和」の時代の幕開けです。

「平成」の時代に大きく変わったことのひとつは、我が国においてインバウンド観光の重要性

が増したことではないでしょうか。今日、観光は雇用や企業の創出、社会基盤の開発を通じて社

会経済の発展を牽引する重要な役割を果たすようになっています。

１．観光振興の取り組み

政府による観光振興の取り組みは、観光立国推進基本法（２００７年／平成１９年）に基づいて実施

されています。これにより、観光は日本の重要な政策の柱として明確に位置づけられました。こ

の計画の目標のひとつが訪日外国人旅行者数１，０００万人でした。

平成２０年１０月には観光庁が発足し、平成２５年、はじめて訪日外国人旅行者数が１，０００万人を超

えました。平成２８年３月には「明日の日本を支える観光ビジョン」を決定し、訪日外国人旅行者

数の目標を２０２０年には４，０００万人、２０３０年には６，０００万人としました。

本道においては、平成２０年４月社団法人北海道観光振興機構が発足しました。観光関係機関等

の知恵と資源を結集し、北海道観光を推進するための中核となる組織です。

２．本道の観光入込客数（延べ人数）の推移

平成元年度の道内の観光入込客数は延べ人数で１億１，６５５万人でした。道内客が６９％８千万

人、宿泊客は２０％でした。平成２９年度には、観光入込客数の延べ人数は１億４，５７６万人と１．２５倍

に増えています。道内客はほぼ同じ割合で６８％９千９百万人、宿泊客は１９％となっています。平

成を通じて、道内観光は観光客の７割が道内客で、２割が宿泊客ということになります。

また、観光消費額の推移を見ると、平成元年では総額８，６０８億円でしたが、平成２７年には１兆

４，２９８億円と１．６６倍となっています。このうち３，７０５億円が訪日外国人来道者によるものです。

観光入込客数は、安定して増えてきたわけではありません。

平成５年北海道南西沖地震や平成１２年有珠山噴火、平成２０年リーマンショック、平成２２年東日

本大震災と、何度か客足を減らしています。その一方で、平成１０年エアドゥの就航や羽田空港発

着枠の拡大、平成２４年LCCや国際定期便の就航、平成２９年北海道新幹線の開業などが客足を増や

すことに貢献してきたものと考えられます。

海外からの観光客の状況は、記録にある限り、東日本大震災後の平成２３年度を除いて順調に増

加しています。平成９年度の訪日外国人来道者数は実人数で１１万８，６００人に過ぎませんでした

が、平成２５年度に１１５万人と、はじめて１００万人を超え、それ以降も順調に伸びて、平成２９年度に

は２７９万人となりました。

「観光」で「平成」を振り返る

寄稿

株式会社 北海道二十一世紀総合研究所
特任審議役 木本 晃

ｏ．２７６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２０～０２２　寄稿（木本）  2019.06.19 15.28.49  Page 20 



寄稿

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１９年７月号

（図「北海道観光入込客数調査」北海道経済部観光局）

３．北海道の観光振興

今日の北海道の観光の取り組みは「第一期北海道観光のくにづくり行動計画」（平成１４年）に始

まります。「誰もが満足できる質の高い観光地をつくり、国内外の多くの方に何度でも本道を訪れ

ていただく」ことと「観光振興により本道経済の活性化を図る」ことを目標としました。

この間、平成１７年世界遺産に登録された「知床」効果や旭山動物園人気など明るい動きがあ

り、あわせて、北海道の豊かな自然や雪、温泉などが人気を呼び、東アジア地域やオーストラリ

アなどからの外国人来道者数が急増しました。

第二期行動計画（平成２０年）では、同年行われた北海道洞爺湖サミットを契機として、自然環

境と共生する観光の推進や、「食」をはじめとする地域の多様な資源を活かした観光地づくりを

進め、国内外への積極的な宣伝誘致活動を推進することとなりました。

続く、第三期行動計画（平成２５年）滞在型の観光地づくりを目指すこととし、現在進行中の第

四期行動計画（平成３０年）では、地域での「稼ぐ観光」の実現による地域創生や、観光のリー

ディング産業化を目指しているところです。

４．令和の時代へ

平成に始まった外国人観光客の急増は、今後さらに勢いを増すことが期待されています。

令和の時代には、すでに決まっている民族共生象徴空間（令和２年）の公開や東京オリンピッ
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ク・パラリンピック競技大会（令和２年）、大阪関西万博（令和７年）、北海道新幹線札幌延伸

（令和１２年）などの効果を大きく活かしていくことが求められています。

また、アドベンチャー・トラベル・ワールド・サミット（令和３年）や札幌冬季オリンピッ

ク・パラリンピック（令和１２年）の誘致も観光立国北海道の推進に大きく寄与するに違いありま

せん。

豊かで優れた自然環境の保全やSDGsの取り組み、人口減少下でのまちづくり、まちの活性化

に観光が大きく力を発揮していかなければなりません。アイヌ文化の発信や縄文遺跡群の保全、

日本遺産「炭鉄港」など先人たちの残した記憶を新たな観光コンテンツとしてとらえていくこと

も重要です。そのためには、広い本道においては日本版DMOをはじめとする各地域での推進体

制づくりを加速させなければなりません。

多くの観光客の方々に北海道の魅力を十分に味わっていただき、何度も訪れ、ゆっくりと滞在

してもらえるファンになっていただくためには、多くの関連産業を観光の視点でさらに活性化し

ていくことが求められます。それぞれのエリアが一体となって取り組み、ターゲットに届く情報

発信をしていかなければなりません。

平成の時代に始まった観光の取り組みを、令和の時代に大きく花開かせるよう、あらためて、

より多くの道民のみなさまに海外、道外、道内と旅を楽しんでいただき、北海道観光の未来に大

きな期待を抱いていただきたいと思います。
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経済コラム 北斗星

最低賃金の引き上げ問題と中小企業経営
日本商工会議所等中小企業３団体は、去る５月２８日に、政府が検討している最低賃金の引

き上げ方針に強く反対する意向を表明した（５月２９日付、日本経済新聞）。政府は、現在全

国平均で時給８７４円の最低賃金（最低賃金は都道府県ごとに決められており、現在、最高は

東京都の９８５円、最低は鹿児島県の７６１円）を毎年３％引き上げ、出来るだけ早い機会に全国

平均で１，０００円の大台に乗せることを目指している。政府はこの方針を、審議会の議を経

て、本年度の「経済財政運営の基本方針」（いわゆる骨太の方針）に盛り込みたい意向である

という。

我が国の最低賃金の水準は、先進諸国との比較でみると、かなり見劣りする水準であると

いわれている。OECDの調査によると、２０１７年の我が国の最低賃金は米ドル換算で時給８．０

ドルである（因みに、最高はルクセンブルクの１１．５ドル、以下先進国ではフランス１１．３ド

ル、ドイツ１０．６ドル、イギリス８．７ドル、カナダ８．４ドルと続き、アメリカは我が国に続き

７．３ドルとなっている）。こうした我が国の最低賃金の低さが、近年の我が国における所得格

差の拡大の一因となっているとの認識から、いわゆる「賃上げ」の一環として最低賃金の引

き上げの必要性が指摘されているものだ。

近年の労働需給の引き締まりを受けて、大企業・中堅企業においては、最低賃金を上回る

賃金設定を行う動きが活発になってきているが、中小企業においては、賃上げが既に限界に

きているとして、毎年の最低賃金の引き上げに対する不満が高まってきていた。今回の日本

商工会議所等の最低賃金の引き上げ反対の声明はこうした動きを受けてのもので、中小企業

経営の苦しい状況は、それなりに理解できる。

もっとも、急速に進展する人口減少、労働力人口の減少の下において、最低賃金の引き上

げを阻止すれば、それで中小企業の経営は安泰かというと、事態は左程簡単ではない。近

年、労働力確保が次第に困難の度合いを増してきていることは周知の事実だ。サービス産業

におけるパート雇用においては、極端に言えば１０円の時給の差で職場を変える人が目立つよ

うになってきたという話もよく耳にする。今後、中小企業においても、生き残りをかけた競

争上、好むと好まざるとを問わず、労働力確保のために最低賃金を上回る給与での雇い入れ

をせざるを得ない事態に追い込まれることは必定である。こうした状況を考慮すると、今回

の最低賃金引き上げ反対の声明は、仮に本年度の引き上げ阻止に成功したとしても、ほんの

一時凌ぎの効果しかもたらさないであろう。

労働力人口の減少への対策は、外国人労働力の受け入れを初め、それはそれでしっかりし

た政策対応をしていかなければならない。それと同時に中小企業においても、時代の競争の

流れに打ち勝っていくためには、生産性の向上こそが最大の経営課題であるといえよう。生

産性の向上を目指すには、売り上げの増加を図るか、一段の経営合理化を図る以外に妙案は

ない。「生産性の低い企業には市場から退出してもらう以外にない」との声も多く聞かれるよ

うになってきた。中小企業にとって、生産性の壁はますます厚くそして高くなるものと思わ

れる。

（令和元年６月７日 北洋銀行顧問 横内 龍三）

ｏ．２７６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２３　　　　　経済コラム　北斗星３８  2019.06.19 15.29.11  Page 23 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年度 r ９９．７ △２．４ r ９９．８ △０．８ r ９９．７ △０．９ r ９９．６ △１．０ r ９２．６ △４．７ r ９５．２ ０．２
２０１６年度 r ９９．８ ０．１ r１００．６ ０．８ r ９９．４ △０．３ r１００．２ ０．６ r ９２．３ △０．３ r ９３．９ △１．４
２０１７年度 r１００．３ ０．５ r１０３．５ ２．９ r１０１．４ ２．０ r１０２．４ ２．２ r ９８．０ ６．２ r ９８．７ ５．１
２０１８年度 r ９８．０ △２．３ １０３．８ ０．３ r ９７．９ △３．５ １０２．６ ０．２ r１０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２

２０１８年１～３月 r ９９．３ △１．２ １０３．５ △０．９ r１００．４ △０．９ １０２．２ △０．９ r１０２．８ ８．０ １０３．６ ２．５
４～６月 r１００．０ ０．７ １０４．３ ０．８ r１００．４ ０．０ １０３．６ １．４ r１０２．９ ０．１ １０１．６ △１．９
７～９月 r ９５．８ △４．２ １０３．６ △０．７ r ９６．８ △３．６ １０２．４ △１．２ r１０２．１ △０．８ １０２．０ ０．４
１０～１２月 r ９９．０ ３．３ １０５．０ １．４ r ９８．８ ２．１ １０３．４ １．０ r１０５．２ ３．０ １０２．９ ０．９

２０１９年１～３月 r ９７．５ △１．５ １０２．４ △２．５ r ９６．４ △２．４ １０１．２ △２．１ r１０６．１ ０．９ １０３．８ ０．９
２０１８年 ４月 r１００．１ ０．１ １０４．５ △０．６ r１０２．１ １．８ １０４．４ ０．９ r１００．１ △２．６ １０２．５ △１．１

５月 r１００．４ ０．３ １０４．８ ０．３ r１０１．４ △０．７ １０３．２ △１．１ r１０２．３ ２．２ １０２．７ ０．２
６月 r ９９．６ △０．８ １０３．７ △１．０ r ９７．６ △３．７ １０３．３ ０．１ r１０２．９ ０．６ １０１．６ △１．１
７月 r ９９．６ ０．０ １０３．８ ０．１ r１００．３ ２．８ １０２．１ △１．２ r１０１．７ △１．２ １０１．９ ０．３
８月 r ９８．４ △１．２ １０３．６ △０．２ r ９９．５ △０．８ １０３．０ ０．９ r１０２．５ ０．８ １０１．８ △０．１
９月 r ８９．５ △９．０ １０３．５ △０．１ r ９０．７ △８．８ １０２．１ △０．９ r１０２．１ △０．４ １０２．０ ０．２
１０月 r ９８．８ １０．４ １０５．６ ２．０ r ９８．７ ８．８ １０４．４ ２．３ r１０４．９ ２．７ １０１．５ △０．５
１１月 r ９８．９ ０．１ １０４．６ △０．９ r ９９．７ １．０ １０２．８ △１．５ r１０３．９ △１．０ １０１．６ ０．１
１２月 r ９９．３ ０．４ １０４．７ ０．１ r ９７．９ △１．８ １０３．１ ０．３ r１０５．２ １．３ １０２．９ １．３

２０１９年 １月 r ９６．７ △２．６ １０２．１ △２．５ r ９５．４ △２．６ １００．６ △２．４ r１０３．７ △１．４ １０２．０ △０．９
２月 r ９８．８ ２．２ １０２．８ ０．７ r ９８．２ ２．９ １０２．２ １．６ r１０４．１ ０．４ １０２．４ ０．４
３月 r ９７．０ △１．８ １０２．２ △０．６ r ９５．７ △２．５ １００．９ △１．３ r１０６．１ １．９ １０３．８ １．４
４月 p９５．９ △１．１ １０２．８ ０．６ p９５．１ △０．６ １０２．７ １．８ p１０３．２ △２．７ １０３．８ ０．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０△１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８６８ ０．４ １９５，４８３△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９６４ △２．１ ７６５，４０９ ０．６ １３１，５１８ ０．５

２０１８年１～３月 ２３７，１１８ １．２ ４７，７７２ ０．５ ５１，２７８ ０．６ １６，０６９ △１．１ １８５，８４０ １．４ ３１，７０４ １．３
４～６月 ２３１，２１５ ０．７ ４７，２６０ ０．２ ４５，９７９ ２．２ １５，２８０ ０．１ １８５，２３６ ０．４ ３１，９７９ ０．３
７～９月 ２３５，９３８ ０．９ ４７，８８８ ０．２ ４５，８６０ △４．１ １４，７３３ △４．０ １９０，０７８ ２．１ ３３，１５５ ２．２
１０～１２月 ２６１，４４９ ０．０ ５３，１２４△０．７ ５７，５０７ ０．５ １８，３５３ △１．８ ２０３，９４２ △０．２ ３４，７７１ △０．２

２０１９年１～３月 ２３７，２６６ ０．１ ４７，２１１△１．２ ５１，１１３ △０．３ １５，５９９ △２．９ １８６，１５３ ０．２ ３１，６１３ △０．３
２０１８年 ４月 ７７，０６２ ０．８ １５，５６５△０．１ １５，１１５ ２．６ ５，００５ ０．２ ６１，９４７ ０．３ １０，５６０ △０．３

５月 ７６，８２７△０．３ １５，６６４△１．４ １５，０４０ ０．２ ４，９４４ △２．５ ６１，７８７ △０．５ １０，７２１ △０．８
６月 ７７，３２６ １．８ １６，０３０ ２．１ １５，８２４ ３．７ ５，３３１ ２．６ ６１，５０２ １．３ １０，６９９ １．９
７月 ８１，２４１△０．４ １７，００２△１．０ １６，７７８ △３．６ ５，６１７ △６．５ ６４，４６３ ０．５ １１，３８４ １．９
８月 ８０，１１４ １．４ １５，７５１ ０．６ １５，２９８ １．２ ４，５１５ △０．８ ６４，８１６ １．５ １１，２３６ １．２
９月 ７４，５８４ １．６ １５，１３５ １．１ １３，７８４ △９．９ ４，６００ △３．８ ６０，７９９ ４．６ １０，５３５ ３．４
１０月 ７７，１０５△１．２ １５，８６２△０．２ １６，２４２ △１．７ ５，１５９ △０．１ ６０，８６３ △１．０ １０，７０３ △０．２
１１月 ７９，９７６ ０．６ １６，４３７△１．７ １７，６２６ ３．４ ５，７８９ △２．３ ６２，３５０ △０．１ １０，６４８ △１．３
１２月 １０４，３６８ ０．３ ２０，８２５△０．５ ２３，６３９ ０．０ ７，４０５ △２．５ ８０，７２９ ０．４ １３，４２０ ０．７

２０１９年 １月 ８１，５０５△０．５ １６，３２２△３．０ １８，０７９ ０．９ ５，３８０ △４．９ ６３，４２６ △０．９ １０，９４１ △２．０
２月 ７４，１９８ ０．６ １４，３４５△１．５ １５，５５６ △０．６ ４，６００ △２．２ ５８，６４２ ０．９ ９，７４６ △１．２
３月 ８１，５６３ ０．２ １６，５４４ １．０ １７，４７８ △１．３ ５，６１９ △１．６ ６４，０８５ ０．６ １０，９２６ ２．４
４月 ７６，５２５△０．７ １５，３５４△１．４ １４，６２４ △３．２ ４，８９４ △２．２ ６１，９０１ △０．１ １０，４６０ △０．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０１９年７月号

ｏ．２７６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２４～０２８　主要経済指標  2019.06.19 15.29.23  Page 24 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，１６４ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，４０１ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７３４ △０．５

２０１８年１～３月 ３６，８９７ ０．５ １０，９３１ ２．４ ６３，９１５ ４．８ １５，０８２ ７．４ ２５，０４５ １．２ ７，２１２ △０．５
４～６月 ３１，９１９ ２．９ １０，０７０ ２．９ ６４，８５８ ５．２ １５，９５４ ６．１ ３６，９５０ ０．６ ８，６０９ △２．０
７～９月 ３６，２９２ ０．９ １１，３９７ ０．９ ６７，７１１ ３．３ １６，２４９ ５．５ ３４，６３４ ４．７ ８，２５９ ０．８
１０～１２月 ３８，６２７ ３．０ １１，５１４ ２．２ ６５，９３７ ３．３ １６，３５９ ４．８ ３７，０２９ ４．４ ８，７７３ ０．６

２０１９年１～３月 ３８，１４６ ３．４ １１，１８４ ２．３ ６７，３６１ ５．４ １５，８４０ ５．０ ２５，３６４ １．３ ７，０９２ △１．７
２０１８年 ４月 １０，７９８△１．１ ３，３３４ ０．８ ２１，４７４ ６．０ ５，３０２ ７．９ １２，２９２ ４．１ ２，９７３ ０．４

５月 １０，３２２ ３．７ ３，２４０ ０．４ ２１，０５６ ４．５ ５，２９３ ４．１ １３，２３５ △２．９ ２，９５１ △５．６
６月 １０，７９９ ６．４ ３，４９６ ７．６ ２２，３２８ ５．２ ５，３５９ ６．３ １１，４２３ １．２ ２，６８６ △０．５
７月 １２，８９５△９．１ ４，５１６△１．５ ２２，３３１ ０．７ ５，６７０ ６．２ １１，６３３ △３．３ ２，９３１ ０．７
８月 １１，３９６ ３．１ ３，４９９△１．７ ２３，１６２ ４．０ ５，４３６ ５．４ １１，２３４ △０．１ ２，７３７ △１．４
９月 １２，００１ １２．０ ３，３８１ ７．３ ２２，２１８ ５．３ ５，１４３ ４．８ １１，７６７ ２０．２ ２，５９０ ３．３
１０月 １０，８３５ １．８ ３，０９９ ０．０ ２１，６２４ ２．７ ５，３２１ ６．３ １１，５３２ ５．０ ２，７４４ ５．６
１１月 １１，４９２ ０．４ ３，３７１△１．７ ２１，６９９ ３．５ ５，１９９ ４．４ １１，６７８ ５．７ ２，６８５ △２．４
１２月 １６，３００ ５．８ ５，０４４ ６．５ ２２，６１４ ３．８ ５，８３９ ３．９ １３，８１９ ２．９ ３，３４５ △０．８

２０１９年 １月 １３，０５９ ０．８ ３，８４９ ０．２ ２４，０５６ ６．２ ５，２５８ ４．９ ８，２８０ ０．２ ２，３６３ △２．０
２月 １０，２１５ ２．７ ３，０７４ ０．３ ２２，４８２ ５．１ ５，０１０ ４．４ ７，５１４ ３．０ ２，１３９ △１．４
３月 １４，８７２ ６．２ ４，２６１ ５．９ ２０，８２３ ４．９ ５，５７１ ５．７ ９，５７０ ０．９ ２，５９０ △１．５
４月 １０，６８７△１．０ ３，３５４ ０．６ ２２，４４０ ４．５ ５，４７８ ３．３ １２，１７３ △１．０ ２，８７０ △３．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．７
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５

２０１８年１～３月 １３２，５５３ ２．２ ２７，９６８ ２．１ ２６５，７２２ ０．４ ２８５，５１６ ２．２ ３，０４８ １．８ ５１２ ２２．１
４～６月 １４１，０５７ １．９ ２９，６７８ １．６ ２４５，８３９ △２．３ ２８１，１２９ △０．５ ３，３１６ ０．５ ４０３ ２４．８
７～９月 １５３，４８９ １．５ ３１，８６７ ２．６ ２４５，１８８ △３．４ ２８２，３８０ ２．３ ３，８５０ △７．２ ４６８ ２．０
１０～１２月 １４３，９４３ ０．３ ３０，２６８ １．６ ２７０，２５８ △５．７ ３００，２３６ ２．１ ３，２５１ △０．９ ４４７ １．１

２０１９年１～３月 １３４，９１９ １．８ ２８，６９２ ２．６ ２５９，５５６ △２．３ ２９２，２８４ ２．４ ３，１３０ ２．７ ５６６ １０．６
２０１８年 ４月 ４５，３４８ ２．５ ９，７２１ ２．２ ２４６，９４０ △６．０ ２９４，４３９ △０．５ ９９１ ４．７ r １１９ ２３．０

５月 ４７，４８１ ０．２ ９，９７９ ０．１ ２５４，３２２ ９．５ ２８１，３０７ △０．６ １，１１７ △３．５ r １３５ ２２．９
６月 ４８，２２８ ３．１ ９，９７８ ２．５ ２３６，２５４ △９．１ ２６７，６４１ △０．４ １，２０８ １．０ r １４９ ２８．２
７月 ５２，６４４△０．３ １０，９００ １．３ ２４７，４３２ １．９ ２８３，３８７ １．５ １，３００ △１．０ r １９８ １１．４
８月 ５１，９３９ １．９ １０，７４５ ２．２ ２５２，４３６ △８．４ ２９２，４８１ ４．３ １，５３３ ０．２ r １７９ １１．０
９月 ４８，９０６ ３．１ １０，２２２ ４．５ ２３５，６９７ △２．９ ２７１，２７３ ０．９ １，０１７ △２２．１ r ９１ △２４．０
１０月 ４７，０７７△２．３ ９，９８６ ０．０ ２５７，７７８ △１４．６ ２９０，３９６ ２．７ １，１３２ △７．３ r １２１ △１２．３
１１月 ４６，１５８ １．８ ９，７１６ ２．０ ２６４，７６７ ０．６ ２８１，０４１ １．３ １，０５３ １．３ r １１５ △５．５
１２月 ５０，７０８ １．４ １０，５６６ ２．８ ２８８，２２９ △２．３ ３２９，２７１ ２．２ １，０６６ ４．５ r ２１１ １５．５

２０１９年 １月 ４５，４４４ ２．１ ９，５６４ ２．６ ２５４，３４２ △６．８ ２９６，３４５ ２．３ １，００４ ４．６ r ２１２ １５．０
２月 ４２，７２１ ２．６ ９，００３ ３．８ ２５０，５７２ ６．１ ２７１，２３２ ２．１ ９９６ △０．２ r ２０４ １０．６
３月 ４６，７５４ ０．７ １０，１２６ １．６ ２７３，７５５ △５．０ ３０９，２７４ ２．７ １，１２９ ３．６ r １５０ ４．８
４月 ４６，６１５ ２．８ ９，９７７ ２．６ ２７９，７４４ １３．３ ３０１，１３６ ２．３ １，０３７ ４．７ p １２７ ６．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１９年７月号

ｏ．２７６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２４～０２８　主要経済指標  2019.06.19 15.29.23  Page 25 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８

２０１８年１～３月 ５，５９７ △６．３ ２，０５０ △８．２ ２２７ △７．２ １１，１４１ ４．０ ２８，５９５ ０．２
４～６月 １０，５６４ △５．７ ２，４５０ △２．０ ５６２ △１４．４ １２，１４６ △２．０ ２５，５７７ ８．０
７～９月 １０，１１７ △４．１ ２，４６４ △０．２ ５２８ △２２．３ １２，１８５ △０．４ ２６，７０９ ４．８
１０～１２月 ９，６１０ △１．０ ２，４５９ ０．６ ４８２ １４．６ １１，６４７ １．１ ２４，２１０ ２．０

２０１９年１～３月 ５，４７０ △２．３ ２，１５６ ５．２ ２９６ ３０．６ １０，０６０ △９．７ ２７，８６８ △２．５
２０１８年 ４月 ３，９６３ △８．７ ８４２ ０．３ ２０２ １６．８ ４，１１３ ３．５ ８，６８９ ９．６

５月 ３，２８２ △４．８ ７９５ １．３ ２０５ △１０．２ ３，８２８ △５．２ ７，９１６ １６．５
６月 ３，３１９ △２．７ ８１３ △７．１ １５４ △３９．４ ４，２０６ △４．０ ８，９７３ ０．３
７月 ３，５４２ △１．５ ８２６ △０．７ １９７ △１０．３ ４，３２３ １３．２ ８，２２３ １３．９
８月 ３，４２２ ３．５ ８１９ １．６ １３４ △３８．９ ３，８３３ △７．６ ８，６３４ １２．６
９月 ３，１５３ △１３．７ ８１９ △１．５ １９７ △１８．１ ４，０２９ △５．７ ９，８５１ △７．０
１０月 ３，８４６ ５．３ ８３３ ０．３ １６７ △８．３ ４，０８０ ０．１ ７，７６２ ４．５
１１月 ３，１７９ △８．０ ８４２ △０．６ １４７ １１．２ ３，７０９ △８．８ ７，７４４ ０．８
１２月 ２，５８５ △０．６ ７８４ ２．１ １６９ ５７．７ ３，８５８ １４．１ ８，７０５ ０．９

２０１９年 １月 １，４６６ ３．９ ６７１ １．１ ９４ ４２．９ ３，６２２ １．８ ６，６９４ △２．９
２月 １，５６１ １３．７ ７２０ ４．２ ９３ ６５．７ ３，４７２ △１１．８ ７，５２１ △５．５
３月 ２，４４３ △１３．２ ７６６ １０．０ １０８ ４．０ ２，９６６ △１８．６ １３，６５３ △０．７
４月 ３，３１１ △１６．５ ７９４ △５．７ ２２５ １１．５ ３，９４０ △４．２ ８，９０６ ２．５

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３

２０１８年１～３月 ５０，６７２ △１．６ １８，９２５ ３．０ １５，２２０ △１２．４ １６，５２７ ４．８ １，３０３，９１１ △２．７
４～６月 ４６，５１２ △５．５ １４，６８５ △１１．６ １７，５７１ △４．８ １４，２５６ ０．８ ９８８，１１４ △１．８
７～９月 ４５，４６８ △２．５ １５，４９８ ３．２ １５，７３５ △７．６ １４，２３５ △２．５ １，０７５，２８４ ０．９
１０～１２月 ３７，３９１ ０．３ １３，１４６ ７．２ １２，３４８ △３．１ １１，８９７ △３．０ １，０２３，８５１ ５．１

２０１９年１～３月 ４９，１６２ △３．０ １７，８７９ △５．５ １５，１８７ △０．２ １６，０９６ △２．６ １，２７６，３５９ △２．１
２０１８年 ４月 １４，３９８ △６．１ ４，３５５ △１８．４ ５，５４９ △２．９ ４，４９４ ５．３ ３０５，０２７ ２．６

５月 １４，３５６ △１．５ ４，５６５ △４．９ ５，３２５ １．９ ４，４６６ △１．７ ３０７，７２１ △１．５
６月 １７，７５８ △８．０ ５，７６５ △１０．８ ６，６９７ △１０．８ ５，２９６ △０．６ ３７５，３６６ △５．３
７月 １７，１６４ ２．８ ５，６８６ ６．６ ６，４９７ ０．７ ４，９８１ １．４ ３６８，８８７ ３．３
８月 １２，７４０ △４．０ ４，３８８ ４．９ ４，３９８ △１４．６ ３，９５４ ０．４ ３０２，３４０ ４．０
９月 １５，５６４ △６．６ ５，４２４ △１．４ ４，８４０ △１０．８ ５，３００ △７．７ ４０４，０５７ △３．３
１０月 １３，６８２ ９．６ ４，５８４ １４．０ ４，５１６ ６．４ ４，５８２ ８．７ ３４６，８７４ １１．６
１１月 １２，８２３ △２．８ ４，７３３ １５．４ ４，３０４ △７．２ ３，７８６ △１５．１ ３５７，３０７ ７．４
１２月 １０，８８６ △６．０ ３，８２９ △７．５ ３，５２８ △８．７ ３，５２９ △１．６ ３１９，６７０ △３．２

２０１９年 １月 １１，３１５ △３．３ ３，８５６ ０．３ ３，５２０ △３．５ ３，９３９ △６．６ ３４２，４７７ ０．９
２月 １３，８７７ １．６ ４，９３３ ２．３ ４，１５５ ０．１ ４，７８９ ２．１ ４０１，３７６ △０．１
３月 ２３，９７０ △５．３ ９，０９０ △１１．４ ７，５１２ １．２ ７，３６８ △３．３ ５３２，５０６ △５．３
４月 １５，６５５ ８．７ ５，０３６ １５．６ ５，９３３ ６．９ ４，６８６ ４．３ ３１４，９５０ ３．３

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０１９年７月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４

２０１８年１～３月 １３１，１１８ △２５．８ ２４，９３８ △１５．６ １．１５ １．４９ ３３，８５６ ０．５ ８９９，３５７ ２．５ ３．１ ２．５
４～６月 ４３６，７１４ △０．６ ４８，９７３ １．５ １．０８ １．３５ ３３，２８６ ２．９ ８５９，７７８ ４．１ ３．０ ２．５
７～９月 １９７，７３６ △１１．２ ３５，９４７ △４．３ １．１９ １．４６ ３２，６６３ △０．４ ８５３，５８７ ０．５ ２．８ ２．５
１０～１２月 ８８，２３２ △２．１ ２９，３５２ ３．６ １．２２ １．５３ ３１，５１８ ２．４ ８４９，８０７ １．１ ２．８ ２．４

２０１９年１～３月 １３４，５８５ ２．６ ２６，４０８ ５．９ １．１９ １．５３ ３４，４０９ １．６ ９０１，０４８ ０．２ ２．８ ２．４
２０１８年 ４月 １５９，４０５ ８．６ ２１，７７７ ５．５ １．０７ １．３５ ３４，７９２ ４．８ ８６６，９３８ ４．９ ↑ ２．６

５月 １５４，９１１ △０．４ １２，８５７ ３．５ １．０７ １．３３ ３２，７０５ ３．１ ８５６，９３３ ６．６ ３．０ ２．３
６月 １２２，３９７ △１０．６ １４，３３９ △５．６ １．１０ １．３７ ３２，３６０ ０．８ ８５５，４６２ ０．９ ↓ ２．５
７月 ８８，５０９ △６．８ １２，５２０ △２．９ １．１６ １．４２ ３４，４６４ ６．６ ８５５，５１０ ４．３ ↑ ２．５
８月 ６６，７７８ △６．９ １１，２４１ △２．２ １．１８ １．４６ ３２，３７１ １．１ ８７２，７１０ ３．６ ２．８ ２．５
９月 ４２，４４８ △２４．１ １２，１８６ △７．６ １．２２ １．４８ ３１，１５３ △８．６ ８３２，５４１ △５．８ ↓ ２．４
１０月 ４５，９３７ △５．８ １２，８２３ ９．５ １．２１ １．４９ ３６，７４６ ６．７ ９４４，４３３ ５．０ ↑ ２．４
１１月 ２６，８０１ ５．５ ８，１８９ △５．２ １．２３ １．５２ ３１，２９２ ４．４ ８５１，１８９ ３．１ ２．８ ２．４
１２月 １５，４９３ △２．９ ８，３４０ ４．６ １．２２ １．５７ ２６，５１６ △４．７ ７５３，８００ △５．３ ↓ ２．３

２０１９年 １月 ９，２２７ △１７．０ ５，８５３ △４．１ １．２０ １．５６ ３４，５６４ １．７ ９３３，６４８ ３．２ ↑ ２．４
２月 １５，０８６ △１５．０ ７，３９０ ２０．４ １．１９ １．５４ ３４，２０６ ２．６ ９１８，８７４ ２．３ ２．８ ２．３
３月 １１０，２７１ ７．８ １３，１６５ ３．７ １．１９ １．５０ ３４，４５８ ０．６ ８５０，６２１ △５．０ ↓ ２．５
４月 １５７，３１６ △１．３ ２２，３２９ ２．５ １．１２ １．３８ ３５，９６３ ３．４ ８６８，８３３ ０．２ － ２．６

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６

２０１８年１～３月 １０１．２ １．４ １００．５ ０．９ ６５ △１７．７ ２，０４１ △１．８ １０８．２０ ２１，４５４
４～６月 １０２．０ １．６ １０１．０ ０．８ ６２ △１６．２ ２，１０７ △３．７ １０９．０５ ２２，３０５
７～９月 １０２．３ １．７ １０１．１ ０．９ ５３ △１０．２ ２，０１７ △０．７ １１１．４４ ２４，１２０
１０～１２月 １０２．８ １．６ １０１．５ ０．９ ５１ △２１．５ ２，０７０ △１．７ １１２．８７ ２０，０１５

２０１９年１～３月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．８ ５８ △１０．８ １，９１７ △６．１ １１０．１７ ２１，２０６
２０１８年 ４月 １０１．８ １．５ １００．９ ０．７ １６ △２７．３ ６５０ △４．４ １０７．４３ ２２，４６８

５月 １０２．０ １．５ １０１．０ ０．７ ２７ △６．９ ７６７ △４．４ １０９．６９ ２２，２０２
６月 １０２．２ １．７ １０１．０ ０．８ １９ △１７．４ ６９０ △２．３ １１０．０３ ２２，３０５
７月 １０２．２ １．９ １００．９ ０．８ １８ △２１．７ ７０２ △１．７ １１１．３７ ２２，５５４
８月 １０２．２ １．６ １０１．２ ０．９ １８ １２．５ ６９４ ８．６ １１１．０６ ２２，８６５
９月 １０２．５ １．８ １０１．３ １．０ １７ △１５．０ ６２１ △８．５ １１１．８９ ２４，１２０
１０月 １０２．９ １．９ １０１．６ １．０ １５ △２５．０ ７３０ △０．４ １１２．７８ ２１，９２０
１１月 １０３．０ １．８ １０１．６ ０．９ １８ △３３．３ ７１８ ６．１ １１３．３７ ２２，３５１
１２月 １０２．６ １．１ １０１．４ ０．７ １８ ０．０ ６２２ △１０．６ １１２．４５ ２０，０１５

２０１９年 １月 １０２．０ １．０ １０１．２ ０．８ １６ △１５．８ ６６６ ４．９ １０８．９５ ２０，７７３
２月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．７ １６ △１５．８ ５８９ △４．５ １１０．３６ ２１，３８５
３月 １０２．３ ０．８ １０１．５ ０．８ ２６ △３．７ ６６２ △１６．１ １１１．２１ ２１，２０６
４月 １０２．８ １．０ １０１．８ ０．９ １６ ０．０ ６４５ △０．８ １１１．６６ ２２，２５９

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）主要経済指標（４）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０１９年７月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１５年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ r１，１３２，８３４ △１６．１ r ７５２，２０４ △１０．２
２０１６年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２２２ △３．５ r ９８２，７０８ △１３．３ r ６７５，４８８ △１０．２
２０１７年度 ３８１，３３０ １．５ ７９２，２１２ １０．８ r１，２５３，６６５ ２７．６ r ７６８，１０５ １３．７
２０１８年度 ３８４，２５１ ０．８ ８０７，０９５ １．９ r１，４３２，３４０ １４．３ r ８２３，０４１ ７．２

２０１８年１～３月 ９３，７３９ △１０．２ １９９，３０９ ４．９ r ３７１，６８６ １４．７ r ２０１，２４３ ７．７
４～６月 １００，９８７ １０．６ ２０２，０３０ ７．５ r ３１８，２６０ １１．７ r １９４，３１６ ７．５
７～９月 ９９，４０９ ４．３ ２０１，５２６ ２．９ r ３４６，７４０ ２５．３ r ２０７，０３９ １２．４
１０～１２月 １０２，８６８ １．９ ２１１，９２４ １．３ r ４３４，２２２ ３５．６ r ２２４，４３５ １１．２

２０１９年１～３月 ８０，９８８ △１３．６ １９１，６１６ △３．９ r ３３３，１１８ △１０．４ r １９７，２５１ △２．０
２０１８年 ４月 ４１，３２０ １８．８ ６８，２２３ ７．８ r １０８，０６２ １０．８ r ６２，０１３ ６．０

５月 ２９，７５２ １１．７ ６３，２６９ ８．１ r １２８，８６６ ２１．７ r ６９，０４２ １４．０
６月 ２９，９１６ ０．２ ７０，５３８ ６．７ r ８１，３３２ △０．３ r ６３，２６１ ２．５
７月 ３１，８５６ △１．２ ６７，４７９ ３．９ r １０１，４４１ １０．５ r ６９，７５３ １４．６
８月 ３９，０９０ １４．８ ６６，８７８ ６．５ r １５７，９０７ ６８．６ r ７１，３５９ １５．４
９月 ２８，４６３ △１．９ ６７，１６８ △１．４ r ８７，３９１ △４．３ r ６５，９２７ ７．１
１０月 ３５，２２４ １２．１ ７２，４３５ ８．２ r １１５，８５１ ２２．４ r ７６，９９７ ２０．０
１１月 ３７，２０２ １３．７ ６９，２７１ ０．１ r １３７，２０６ ３５．６ r ７６，６６２ １２．５
１２月 ３０，４４２ △１７．３ ７０，２１８ △３．９ r １８１，１６５ ４５．７ r ７０，７７５ １．９

２０１９年 １月 ２５，４５５ △１０．９ ５５，７４７ △８．４ r １２２，４２４ △７．７ r ６９，９２４ △０．６
２月 ２７，３２０ △１１．９ ６３，８４９ △１．２ r １１４，２０５ △０．６ r ６０，５３４ △６．５
３月 ２８，２１３ △１７．４ ７２，０２０ △２．４ r ９６，４８８ △２２．２ r ６６，７９３ １．２
４月 ２７，２６６ △３４．０ ６６，５８９ △２．４ p１３４，４９２ ２４．５ p ６６，０２１ ６．５

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１５年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
２０１６年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９５８ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９６２ ３．０
２０１７年度 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８６ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９７，４６７ ２．４
２０１８年度 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７６ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９

２０１８年１～３月 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８６ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９７，４６７ ２．４
４～６月 １６１，８０６ ３．３ ７，７９４，７５９ ４．２ １０１，９７５ ３．１ ４，９１２，２２４ ３．０
７～９月 １６０，６４０ ２．４ ７，７３７，２００ ２．９ １０１，８７３ １．４ ４，９５５，３０８ ３．０
１０～１２月 １６２，９８３ ２．２ ７，７５４，２２８ ２．０ １０３，５５８ １．３ ５，００２，１７７ ２．９

２０１９年１～３月 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７６ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
２０１８年 ４月 １６０，７３４ ２．８ ７，８３３，２３３ ４．２ １０１，３９５ ２．７ ４，８８７，９６０ ２．７

５月 １６０，３７２ ２．０ ７，８４１，０２７ ４．２ １０１，１７５ ２．５ ４，８７５，６９６ ２．５
６月 １６１，８０６ ３．３ ７，７９４，７５９ ４．２ １０１，９７５ ３．１ ４，９１２，２２４ ３．０
７月 １５９，３８７ ２．６ ７，７２８，６０２ ２．７ １０２，１００ ２．５ ４，９０９，７２７ ２．９
８月 １６０，３１１ １．５ ７，７１３，１５１ ２．４ １０２，４９２ ２．６ ４，９１０，１３３ ３．０
９月 １６０，６４０ ２．４ ７，７３７，２００ ２．９ １０１，８７３ １．４ ４，９５５，３０８ ３．０
１０月 １５９，８４５ ２．０ ７，７２７，９１５ １．８ １０２，４５１ １．８ ４，９３２，５４２ ２．９
１１月 １６１，５２３ ２．６ ７，７６７，８８５ １．７ １０２，８７７ １．５ ４，９６０，５９１ ３．１
１２月 １６２，９８３ ２．２ ７，７５４，２２８ ２．０ １０３，５５８ １．３ ５，００２，１７７ ２．９

２０１９年 １月 １６１，１２４ ２．５ ７，７４５，３６９ １．６ １０３，１５９ １．１ ４，９７５，１７１ ２．６
２月 １６１，５４２ ２．３ ７，７３２，４０６ １．３ １０３，５８６ １．０ ４，９７５，１７７ ２．７
３月 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７６ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
４月 １６５，６６４ ３．１ ７，９２０，３８７ １．１ １０３，４３４ ２．０ ５，０３７，０２７ ３．０

資料 日本銀行
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